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安心してくらせる福祉・医療の基盤整備
政策課題分野 Ⅰ

Ⅰ－１　福祉・医療サービスの推進
　　　 １　 福祉サービスの利用者支援と質の向上
　　　 ２　 高齢者が安心してくらせるしくみづくり
　　　 ３　 保健・医療・福祉人材の養成・確保
　　　 ４　 身体・知的障害者の地域生活の支援
　　　 ５　 精神障害者の自立した生活・就労支援
　　　 ６　 福祉のまちづくりの推進

Ⅰ－２　地域医療体制の確保
　　　 ７　 がん対策の総合的な推進
　　　 ８　 総合的な救急医療体制の充実
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　福祉サービスの利用者支援と質の向上　（保健福祉部）1

＜2004年度の取組みの概要＞
　福祉サービスの利用者が自分に合った質の高いサービスを選択
し、安心して利用できるよう、事業者によるサービスの質の向上の
取組みを促進し、利用者のサービス選択を支援する福祉サービス第
三者評価＊を推進する、「かながわ福祉サービス第三者評価推進機構」
の設立と運営を支援しました。
　また、かながわ権利擁護相談センターを支援し、事業者の苦情解
決体制の強化のための指導や研修の充実、福祉サービス利用契約手
続きなどを支援する福祉サービス利用援助事業を行う相談専門員の
増員や生活支援員の研修の充実を図りました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】福祉サービス第三者評価の対象の拡大　（下表は評価開始サービス名）

2002 2003 2004 2005 2006

目標 保育所、障害者
施設サービス

介護保険施設
サービス※１

在宅サービス※１

実績 認知症＊高齢者
グループホーム －

保育所、障害者
施設、介護保険
施設サービス※１

－

　福祉サービスの第三者評価については、認知症高齢者グループホームの外部評価が2002年度に始められま
したが、さらに、神奈川における福祉サービス第三者評価の中核的推進組織として、2004年６月に設立された、
「かながわ福祉サービス第三者評価推進機構」が評価機関の認証や評価調査者の養成を進め、2004年度は、評
価対象サービスを保育所、障害者施設に拡大したことに加え、2005年度に予定していた介護保険施設につい
ても、高齢化が進む中で質の高いサービスを提供するための仕組みを早期に導入する必要があることから、１年
前倒しして評価対象としました。今後も、在宅サービスを予定どおり評価対象とするなど、評価対象サービスを
順次拡大していくこととしています。
　一方、福祉サービス利用者からの事業者に関する苦情解決にあたる第三者機関として、かながわ権利擁護相談
センターに設置された「かながわ福祉サービス運営適正化委員会」が受理した苦情件数は、2001年度73件、
2002年度81件、2003年度85件、2004年度75件となっています。介護保険制度や支援費制度の導入
初期に増える傾向がありますが、概ね、80件前後を処理しています。運営適正化委員会が県民に認知されると
ともに、事業者と利用者のコミュニケーションの不足や解決困難な事例もあり、利用者の苦情を受け止める拠り
所になっていることがうかがわれます。
　また、認知症高齢者など判断能力が不十分な方に対して、福祉サービスの利用手続きや日常的な金銭管理など
を支援する福祉サービス利用援助事業の利用者は、2001年度232人、2002年度311人、2003年度421人、
2004 年度 529人と増加しており、相談件数も、2001 年度 9,557 件、2002 年度 14,102 件、2003
年度14,398件、2004年度17,623件となっています。
　このようなことから、利用者のサービス選択の支援や事業者の自己改善、質の向上の取組みを促進するため、
福祉サービス第三者評価の活用を推進するとともに、事業者の苦情解決体制や福祉サービス利用援助事業の充実
を図るなど、福祉サービスの利用者支援の一層の推進が必要です。

＜今後の対応方向＞
　そこで、第三者評価をさらに普及・推進していくため、推進機構と協働して、評価結果の公表や情報提供の充
実を図ります。また、評価調査者の研修については、ニーズを踏まえつつ、今後とも計画的に実施していきます。
　また、事業者の苦情解決体制の充実を図るため、事業者の巡回指導や研修の充実を図るとともに、福祉サービ
ス利用援助事業に携わる相談専門員の充実や生活支援員の資質向上を図っていきます。

◆福祉サービス第三者評価の推進
　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/tiikihoken/hyoukasuisin/index.html

＊１　医療系サービスは含みません。

一人ひとりの利用者に配慮したサービスの提供
（特別養護老人ホームの夕食風景）
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＜事業の取組み状況＞
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※１　実績は研修修了者数を表示しています。
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　高齢者が安心してくらせるしくみづくり　（保健福祉部）2

＜2004年度の取組みの概要＞
　高齢者が必要なときに必要なサービスを利用でき、住み慣れた地
域でできるだけ健康で自立して生活することができるよう、市町村
や社会福祉法人、ＮＰＯ＊などの多様な地域団体との連携の下で、
訪問介護など介護保険サービスの適切な提供を図りました。あわせ
て、特別養護老人ホームなど介護保険施設の整備を促進するための
支援を進めました。

＜目標達成の状況と課題＞

　2004年度は、訪問介護員が利用者の自宅を訪問し、食事介助・入浴・排泄などの介護や、調理・洗濯・買い物などの家事
を行う訪問介護サービスの提供を支援しました。（訪問介護サービスの提供件数は2005年８月把握予定。）
　また、特別養護老人ホームの整備床数は18,437床で、2004年度の目標に対して、99.9％の達成状況となっています。
高齢者100人あたりでは、1.3床と目標どおりですが、要介護等高齢者100人あたりでは、9.3床と目標より0.4床少なく、
これは、要支援、要介護１の軽度の方を中心として要介護等高齢者数が計画以上に伸びたことによるものです。特別養護老人ホー
ムの入所待機者総数は、2004年10月１日現在、22,505人（重複申込みを除く）となっており、依然として予約的な申込
みが見られるなど増加傾向が続いております。県では実質的な入所待機者の解消を図るため、計画的な整備を進めていますが、
建設用地の確保が難しいことや国庫補助金が削減されるなど、施設整備を取り巻く環境は厳しい状況にあります。
　一方、神奈川の高齢化率＊は、2002年1月には、すでに14％を超えており、2010年頃には、生産年齢人口＊の減少など
から、20％を超えることが予想されます。また、高齢者単独世帯は、1990年から2000年の10年間で約7.5万世帯から
約16.7万世帯と2倍を超える伸びを見せており、介護サービス利用へのニーズは、今後ますます高まることが見込まれます。

＜今後の対応方向＞
　介護保険制度の見直しを踏まえ、2005年度中には「かながわ高齢者保健福祉計画」を改定しますが、訪問介護な
どの居宅サービスについて一層の充実を図るほか、実質的な入所待機者の解消に向け、特別養護老人ホームなどの介
護保険施設の計画的な整備を進め、高齢者が住み慣れた地域で安心して生き生きとくらせるよう、高齢者福祉の充実
を図ってまいります。

◆かながわ高齢者保健福祉計画　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kourei/keikaku/index.htm

【目標】 訪問介護サービスの提供回数（単年度） 
※2005年 8月把握予定

【目標】 特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設） 
の整備床数（累計）（達成状況：Ｂ）

　市町村における訪問介護サービスの過去の提供実績や今後の利
用意向などを踏まえて設定した「かながわ高齢者保健福祉計画」（詳
細は下記ホームページ参照）の訪問介護サービスの供給見込み量
をもとに、2006年度までの目標を設定しました。

　市町村における要介護者の伸びや待機者の状況、施設サービスと居
宅サービスとのバランス、国から示された基準などを踏まえて設定し
た「かながわ高齢者保健福祉計画」の介護老人福祉施設必要入所定員
数をもとに、2006年度までの目標を設定しました。

訪問介護サービスの提供回数（100人あたり）　　　　（単位：回）
＜高齢者＞ 2002 2003 2004 2005 2006

目標 － － 1,262 1,325 1,383
実績 1,086 1,189

＜要介護等高齢者＊＞ 2002 2003 2004 2005 2006
目標 － － 9,262 9,379 9,512
実績 8,956 8,854

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の整備床数（100人あたり）　　　　（単位：床）
＜高齢者＞ 2002 2003 2004 2005 2006

目標 － － 1.3 1.4 1.5
実績 1.2 1.2 1.3

＜要介護等高齢者＞ 2002 2003 2004 2005 2006
目標 － － 9.7 9.9 10.2
実績 9.7 9.1 9.3

（目標）

実績値

25,000

14,056
16,045

20,000

15,000

10,000

5,000

2002 2003 2004 2005 2006
0

2004
17,629

2005
19,311

2006
21,087

千回

（単位：千回）

実績値

15,253 16,463
18,437

床

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0
2002 2003 2004 2005 2006

2004
18,438

2005
20,447

2006
22,588

（目標） （単位：床）

特別養護老人ﾎｰﾑでのﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ風景

（達成状況：A）

（達成状況：B）
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＜事業の取組み状況＞
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※１　介護予防・地域支え合い事業は、県の支援を受け市町村が実施するサービス事業数の総合計を表します。
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　保健・医療・福祉人材の養成・確保　（保健福祉部）3

＜2004年度の取組みの概要＞
　保健・医療・福祉における質の高い人材を確保するため、県立保
健福祉大学において総合的な知識と技術を有する人材の養成に取り
組みました。また、県内施設などにおける安定的な人材の確保・定
着のため、院内保育施設への支援や就学資金の貸付などを行いまし
た。さらに、県民の多様なニーズに対応した質の高いサービスを提
供していくため、実践教育センターなどにおける現任者教育や、介
護支援専門員などへの研修を実施しました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】 「かながわ看護職員8,000人増員戦略」 

就業看護職員数（累計）（達成状況：Ｂ）

　2004年度に実施した業務従事者届（隔年で実施）によると、県内の就業看護職員数は54,691人でした。
2002年度の就業看護職員数（52,277人）を 2006年度までの４年間で8,000人増員し、60,277人と
することを目標とし、２年間で4,000人の増員を計画しましたが、その実績は2,414人の増であり、60.4％
の進捗でした（目標に対しては97.1％の達成）。
　平成16年度県民ニーズ調査において、「高齢者や障害者の介護や看護を行う人材の養成、確保がなされてい
ること」が重要だと思う人の割合は82.2％であるのに対し、これが満たされていると思う人の割合は8.2％と
なっており、保健・医療・福祉人材を養成・確保していくことを県民が強く期待していると考えられます。
　看護職員は、保健・医療・福祉サービスを支える重要な人材です。高度専門医療の進展や職域拡大に対応した
質の高い人材の安定的な養成・確保が求められています。目標は、こうした時代の変化を予測したうえで設定し
たものであり、今後とも目標の達成に向けた取組みを進めることが、保健・医療・福祉サービスの安定的な提供
に寄与するものと考えております。
　しかしながら、若年人口の減少などから新規人材の確保が難しくなっており、看護に関する啓発などを進める
とともに、看護職員が長く働き続けられる環境づくりや未就業者の再就業の促進が求められています。
　一方で、医学や医療技術の急速な進歩に伴い、医師、看護師をはじめとした医療従事者が習得すべき技術や業
務が多様化、複雑化してきています。また、障害者・高齢者福祉においては、散在する様々なサービスがある中
で、サービス提供者への意志の伝達方法や交渉術の学習を支援し、生活ニーズと結びついた一体的・総合的なサー
ビスの提供を支える人材の養成が求められてきています。
　このため、今後とも、数の充足を図るとともに、質の高い保健・医療・福祉人材を養成・確保することで、専
門性の向上や多様なニーズへの対応を図っていく必要があります。

＜今後の対応方向＞
　そこで、新規人材を確保するため、県立保健福祉大学での人材養成や、県立の看護専門学校の再編整備、民間
養成施設への支援を行うとともに、理学療法士などの実習機会の確保に努めます。また、院内保育施設などへの
支援を通じて人材の定着を図ります。さらに高度化、専門化が著しい保健・医療・福祉分野のニーズに対応する
ため、県立保健福祉大学に大学院を設置（2007年度開設予定）するほか、より質の高いサービスの提供に資
するため、介護支援専門員や障害者ケアマネジメント従事者などの養成研修や現任者教育を充実させます。

◆保健福祉大学ホームページ　http://www.kuhs.ac.jp/

　「かながわ看護職員8,000人増員戦略」のスロー
ガンの下、県内の需給見通しや福祉分野の新たな需
要創出に向けた取組みなどを踏まえ、2002年度の
就業看護職員数（52,277 人）を 2006 年度まで
に 8,000 人増員し、60,277 人とすることを目標
値として設定しました。
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看護学生の実習（体位変換）
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＜事業の取組み状況＞
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※１　ユニフィケーション… 「統一」「統合」の語意から発展し、大学・看護専門学校などと病院などが人的・組織的な交流を通して、臨床
現場と学校教育相互の連携・協働を深め、より質の高い看護教育、看護実践の提供をめざす活動を言います。
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【目標】 総合相談窓口における支援（登録）者数 
（累計）※３（達成状況：Ａ）

【目標】 グループホーム（生活ホーム）＊への 
入居者数（累計）※３（達成状況：Ｂ）

　2002年度、2003年度の整備実績を踏まえて整備計画箇所数を
設定し、現在の平均入居者数から計画入居者数を推計しました。
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＜2004年度の取組みの概要＞
　障害者が自立や社会参加を進めることができ、住み慣れた地域におい
て安心して働き、くらしていくことができるよう、福祉、保健、医療、教育、
就労など幅広い相談に対応できる総合相談窓口※2 を整備するとともに、
障害者の福祉的就労＊の場を確保するため、自主的かつ地域に根ざした
活動を展開する障害者地域作業所などへの運営の支援を行いました。

＜目標達成の状況と課題＞

【目標】福祉的就労者数（累計）※３（達成状況：Ｂ）
　2004年度の総合相談窓口における支援（登録）者数は、
累計で1,859人となっており、2004年度の目標に対して、
110.7％の達成状況となっています。また、グループホーム（生
活ホーム）への入居者数については累計で650人、2004
年度の目標に対して、91.2％の達成状況となっています。さ
らに、福祉的就労者数については、支援費制度によるデイサー
ビス施設への移行など多様な日常活動の場が充実してきたこ
ともあり、累計で3,491人となっており、2004年度の目
標に対して、93.8％の達成状況となっています。今後も福祉
的就労の場に限らず多様な日常活動の場での活動が想定され
ます。
　平成16年度県民ニーズ調査によると、「高齢者や障害者、

母子・父子家庭の人たちなどが自立し、安心して生活できること」が重要だと思う人の割合は、84.7％であるのに対し、これが
満たされていると思う人の割合は、わずか7.7％となっています。また、少子・高齢化が進展し、地域における人間関係も希薄
化している中にあっては、障害者にとっても、一人ひとりの生活スタイルに応じた個別の支援の充実が一層重要になっていますが、
こうした支援のためには相談体制の充実が必要となります。さらに、住み慣れた地域において、生き生きとくらしていくためには、
障害者の適性やニーズに応じた福祉的就労の場をはじめ多様な日常生活の場を確保していくことも重要です。

＜今後の対応方向＞
　そこで、障害の特性や程度、年齢に応じたさまざまな生活の課題やニーズに対応できる相談窓口を、市町村と
連携しながら整備することで地域での相談・支援体制をさらに強化していきます。
　また、障害者の社会的な自立を進めるため、日常生活に必要な援助を受けながら生活する、グループホーム（生
活ホーム）の設置・運営に対して、引続き支援していきます。さらに、地域作業所など福祉的就労の場の確保に
努めるとともに、地域における多様な日常生活の場の確保に努めていきます。

◆かながわ障害者計画　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/syogaifukusi/200403keikaku/keikaku.html

　身体・知的障害者※１の地域生活の支援　（保健福祉部）4

　2003年度の福祉的就労者数に、今後、新たに支援が必要とな
る養護学校の新卒者を加えるとともに、過去５年間の障害者の平
均伸び率を見込んで推計しました。
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　2003年度の総合相談窓口での支援（登録）者数に、今後、新
たに支援が必要となる養護学校の新卒者を加えるとともに、過去
５年間の障害者の平均伸び率を見込んで推計したものです。

ともしびショップでの福祉的就労の様子

※１　身体・知的障害者には、障害児を含みます。
※２　総合相談窓口…障害者のライフステージに応じた様々な生活課題や生活ニーズを受け止め、地域生活を組み立てるための相談・調整を行う窓口。
※３　 〈目標〉のうち、総合相談窓口における支援（登録）者数及び福祉的就労者数については、政令指定都市を除く県所管域、グループホー

ム（生活ホーム）への入居者数については、政令指定都市及び中核市を除く県所管域を対象としています。
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＜2004年度の取組みの概要＞
　精神障害者が住み慣れた地域で安心して自立したくらしができる
よう、グループホームなど居住の場の整備を促進するとともに、居
宅生活者への支援を充実しました。また、自立社会参加のため通所
授産施設など就労関連施設の整備を促進しました。さらに、精神科
に在院している患者のうち条件が整えば退院可能な方に対し、退院
を支援するための事業を実施しました。また精神科救急医療情報窓
口については、平日の業務に加えて、土曜日、日曜日の24時間対
応を実施しました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】
精神障害者が地域で自立した生活を送ることができる様々な支援体制の充実

　2003年度に精神保健福祉センターが実施した精神科在院患者・退院患者状況調査によると、県内の精神科
病院に在院している県域に住所のある4,937人の患者のうち、条件が整えば退院可能な患者は1,359人にの
ぼり、４人に１人以上がいわゆる社会的入院＊の状況にあります。
　一方、居宅生活支援サービスが受けられる市町村は、横浜市及び川崎市を除く県所管域35市町村のうち30
市町村（2004年度）にとどまっており、一層の充実が必要な状況であります。また、精神障害者社会復帰サー
ビスニーズ等調査（厚生労働省）によると、全国の精神障害者の就労状況をみると仕事をしていない人などが
73.1％（統合失調症では81.2％）を占めており、精神障害者の就労は厳しい状況となっています。
　このことから、退院後の生活や居住、就労など、精神障害者を受け入れる地域の環境が十分に整っていないこ
とがうかがえます。
　厚生労働省精神保健福祉対策本部が2004年９月にまとめた精神保健医療福祉の改革ビジョンにおいても、
入院医療中心から地域生活中心へという基本的な方策を推し進めていくことともに、受入条件が整えば退院可能
な者（約７万人）の解消を図ることが基本方針とされ、そのため地域生活支援体制の強化などを進めることとし
ています。
　こうした中、「精神保健福祉の現状」（保健福祉部）によると、精神科救急の通報等件数は、2001年度が367件、
2003年度は487件であり、精神科救急医療情報窓口に寄せられた件数は2001年度が1,054件、2003
年度は1,183件と増加傾向にあります。
　これは、長期入院の解消とともに、在宅で生活される精神障害者の方の増加が考えられ、その病状の悪化に対
応していると言えます。今後は、精神障害者が住み慣れた地域で自立したくらしができるよう、社会復帰施設の
整備促進など、地域支援体制の充実や就労の場を確保することが必要であり、地域での生活を維持するために、
急激な病状悪化に対応できる体制のさらなる整備をしていくことも必要です。

＜今後の対応方向＞
　そこで、精神障害者の地域での自立した生活を支えるため、グループホームなど地域で生活する居住の場の整
備を促進するとともに、ホームヘルプサービスなど、居宅生活者への支援を引き続き行います。また、在宅精神
障害者の一層の自立、社会復帰を促進するため、障害者ケアマネジメント従事者の養成などを行います。さらに、
地域での居宅生活への円滑な移行のため、障害者自立支援法施行に向けた動きを注視しつつ、地域の理解を深め
ながら新たな支援体制の構築に向けた検討を行います。

　精神障害者の自立した生活・就労支援　（保健福祉部）5

精神障害者の授産施設での活動
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＜事業の取組み状況＞
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＜2004年度の取組みの概要＞
　障害者や高齢者などすべての人が安心して生活し、自らの意思で
自由に移動し、積極的に社会参画できるよう、市町村、事業者など
の関係団体で協調しながら福祉のまちづくりを進めるとともに、民
営鉄道駅舎のエレベーターの整備など公共交通機関のバリアフリー
化への支援を行いました。また、県管理道路の歩道の段差や勾配解
消など移動空間のバリアフリー化や県立恩賜箱根公園のユニバーサ
ルデザイン＊化に取り組みました。さらに、バリアの点検・調査を
進め、福祉のまちづくりに生かしていく市町村に対して支援しまし
た。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】バリアフリー化駅舎整備数（累計）（達成状況：Ａ）

　2004年度までにバリアフリー化に対応した駅舎整備数は、196駅となっており、2004年度の目標に対し
て、100.0％の達成状況となっています。これは、行政の支援のみならず、鉄道事業者自らが、バリアフリー
化へ積極的な取組みをしたことによるものです。
　また、横断歩道に接続する歩道部のバリアフリー化率は53％、県立都市公園の出入り口などの改良によるユ
ニバーサルデザイン化は７か所となっています。
　しかしながら、平成16年度県民ニーズ調査において、「高齢者や障害者が安心してまちに出かけられること」
が重要だと思う人の割合が82.7％であるのに対し、満たされていると思う人の割合は13.6％となっており、
県民の要望は依然として高いものと考えられます。
　また、バリアフリー化については、県、市町村との行政間の連携はもとより、県民、建築関係団体や交通・商
工業などの事業者それぞれが、共通の認識を持ち相互に協調しながら取組みを進めていくことが必要です。
　さらに、福祉のまちづくりの推進には当事者も参加することで、障害者や高齢者の視点をまちづくりに反映さ
せていくことが重要です。

＜今後の対応方向＞
　そこで、神奈川県福祉の街づくり推進協議会において、関係団体相互で協調しながら福祉のまちづくりに取り
組みます。また、今後とも、公共交通機関、歩道や都市公園のバリアフリー化を進めるとともに、障害者や高齢
者などの意見をまちづくりに関する市町村の基本計画に反映させるなど、当事者参加型のまちづくりをめざしま
す。

◆交通バリアフリー法のページ
　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/tosikeikaku/koutsu/barrierfree/index.htm
◆「らくらくおでかけネット」　http://www.ecomo-rakuraku.jp/rakuraku/index/

　福祉のまちづくりの推進　（保健福祉部）6

　交通バリアフリー法の整備目標（一日の乗降客
5,000人以上で、高低差５メートル以上の全駅をバ
リアフリー化）を踏まえ、2010年度までに整備の
必要な県内の駅舎243駅について2006年度まで
の目標値を設定しました。

220
駅

210
200
190
180
170
160
150

2002

161

2003

180

2004

196

2005 2006

実績値

（目標）
2004
196

2005
208

2006
218

（単位：駅）

進む鉄道駅舎のバリアフリー化
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＜事業の取組み状況＞
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※１　対象は、県管理道路分
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＜2004年度の取組みの概要＞
　一人ひとりが自らの生活習慣や病気の早期発見など、健康づくり
に努めることができるよう、生活習慣改善チェックシートの作成・
配布など普及啓発事業を行いました。また、地域がん診療拠点病院
の機能を充実させ、身近な生活圏で最新のがん医療が受けられる体
制を整備するため、医療従事者を対象とした研修などを行いました。
さらに、末期患者の充実した生活を支援するため、ターミナルケア *
に関する取組みを進めました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】地域がん診療拠点病院の数（累計）（達成状況：Ａ）

　地域がん診療拠点病院として、2005年１月に、従来の県立がんセンターに加え藤沢市民病院が指定され、
2004年度の目標を達成しました。
　地域がん診療拠点病院は、全国どこでも、質の高いがん医療を受けることができる拠点を整備するため国が指
定するもので、二次保健医療圏（神奈川の場合、県内を11圏域に区分）毎に１か所程度を目安に整備を進める
こととしています。また、本県独自の仕組みである基幹がん診療拠点病院として県立がんセンターの機能も強化
していく必要があります。
　神奈川県衛生統計年報（保健福祉部）によると、がんは、1978年に死因の第一位となり、その後も増加を続け、
2003年の死亡者数は17,945人で、総死亡者数の約３分の１を占めています。高齢社会を背景に、がん死亡
者数は引き続き増加することが見込まれることから、総合的ながん対策を講じていく必要があります。
　がん予防の取組みとしては、県民一人ひとりが生活習慣を見直すことや積極的に検診を受診し早期発見に努め
ることも必要です。平成16年度県民ニーズ調査では「健康的な食生活について、知識を得ることができる機会
や場が整っていること」「運動をとおした健康づくりについての学習や実践ができる機会や場が整っていること」
が満たされていると回答した人はいずれも１割以下となっており、がんにならない生活習慣づくりの支援を進め、
県民意識の高揚を図るとともに、検診体制の充実を図っていくことが必要です。

＜今後の対応方向＞
　そこで、「がんにならない・負けない　神奈川づくり」を大きな目標として掲げ、予防、早期発見、医療、ター
ミナルケアまでを見通したより中長期的な対策として2005年３月、「がんへの挑戦・１０か年戦略」を策定し
ました。
　喫煙率の低下などたばこ対策の推進や生活習慣改善への支援などの予防対策、乳がん検診についてマンモグラ
フィ導入への助成など検診体制の整備を行います。また、がんセンターの総合整備のための計画策定、産学公共
同によるがんの臨床研究情報発信拠点のしくみづくりなどを行います。

◆県立がんセンター　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/byouin/gan/index.htm
◆がんへの挑戦・10か年戦略　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kenkou/gan10/gan10.htm

　がん対策の総合的な推進　（保健福祉部）7

　地域のがん医療の中心となる地域がん診療拠点病
院の数を、全県的な地域バランスや医療機関の設置
状況を踏まえ、１施設（2002 年度）から４施設
（2006年度）に増やすことを目標値として設定し
ました。

2002 2003 2004 2005 2006

施設

7
6
5
4
3
2
1
0

1 1
2

実績値
（目標）
2004
2

2005
3

2006
4

（単位：施設）

地域がん診療拠点病院に指定された
藤沢市民病院
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＜2004年度の取組みの概要＞
　県民が安心してくらせるよう、昼夜の区別なく急病、事故、感染
症などから県民の生命を守る救急医療体制の整備・充実を図るため、
小児医療施設、休日夜間急患診療所及び救命救急センターへの支援
を行うとともに、患者搬送のためドクターヘリを運航しました。ま
た、プレホスピタル・ケア＊を充実するため、救急救命士の業務拡
大に対応した実習病院への支援を行い、資質向上に努めました。

＜目標達成の状況と課題＞
【目標】救命救急センター設置数（累計）（達成状況：Ａ）

　2004年度末現在、救命救急センターは県内に７施設ありますが、県は安定的な運営が図られるよう支援を
行い、その維持に努めています。
　2003年度の７つの救命救急センターにおける取扱患者数は8,116人で、５年前の1998年度と比較して
1.4 倍増となっています。さらに、2004年１月に行った厚生労働省研究班の調査では、全国59施設の小児
救急外来を訪れた患者のうち、午後11時から翌朝午前８時までの深夜帯に受診するケースが大都市で31.8％
と３割を超えています。また、平成16年度県民ニーズ調査において、「病気やけがの時に、いつでも適切な診
断や治療が受けられること」が満たされていると回答した人は32.1％で、総合的な救急医療体制の充実に対す
る県民の要望は高いことがうかがわれます。
　この背景には、高齢化や交通事故の多発に伴い、重症及び重篤な救急患者が増加しているほか、核家族化で子
どもの病気を相談できる相手が減り、育児不安から近くの救急病院に駆け込むケースが増えてきていることが考
えられます。また、国際化、ボーダレス化に伴う、重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）や、鳥インフルエンザな
ど新興・再興感染症の発症や拡大に対する社会不安も関係しているものと考えられます。
　一方、救命率を向上させるため、プレホスピタル・ケアが重要視されつつあり、2004年７月から心肺停止
状態の患者に対し、救急救命士による気管挿入が実施可能となるなど、救急救命士による処置が拡大しています。
　このため、いざという時に高度・専門的な医療が受けられるよう救命救急センターの設置数を増やすとともに、
地域において、小児救急医療を含む初期・二次救急医療体制や、救急救命士の業務拡大に対応する体制を整備し、
いつでも、どこでも、誰でも適切な医療を受けられるよう、救急医療体制を充実していく必要があります。

＜今後の対応方向＞
　そこで、高度・専門的な三次救急医療を充実するため、救命救急センターの新規設置を進めます。また、子ど
もの体調や病状に関する保護者などの不安を軽減するため、小児救急電話相談を毎夜間実施できるよう体制を整
備します。さらに、救急救命士の資質を向上し、プレホスピタル・ケアを充実するため、病院実習の受入促進を
図ります。

◆土曜日・休日の夜間における小児救急患者の診療について
　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/iryo/tiikiiryo/shoni/shouni.htm

　総合的な救急医療体制の充実　（保健福祉部）8

　24時間体制で高度・専門的な三次救急医療を提供
する７か所の救命救急センターを、患者数の増加へ
の対応や全県的な地域バランスを考慮し、2006年
度までに９か所とすることで目標値を設定しました。
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実績値
（単位：施設）

ドクターヘリでの救急患者の搬送
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